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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行政組織整備事務

企画部
企画課

組織･人事マネジメントの充実

08

組織力の向上01

実施
計画83-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

組織
市職員 ＜行政組織に関する事務＞

○行政組織の見直しを行う。
・効率的に業務が行え、職員の負担の軽減が図られる組織。
・新たな行政課題に対応するための行政組織。
○新たに事務が生じた場合又は分掌する事務の内容について疑義が生じた場合
に、庁内における調整を行う。
○部次長、監、技監、主幹、副主幹制度の運用支援を行う。
○課内・部内のグループ制の運用支援を行う。
＜組織力の向上に関する事務＞
〇新たな方策の検討を行う。

・市民視点で分かりやすい組織に見直し
が行われている。
・効率的に業務が行える組織への見直し
が行われている。
・グループ制の実施により、横断的な事
務の協力・連携が行われている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

行政組織に関する会議・協議回数

組織見直しの件数

職場(課係）内の連携が図られていると思う職員の割合

組織間連携（課同士、部同士等）が図られていると思う
職員の割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

％

％

28 17 5 19

6 3 5 5

74.5

60.7

74.0 80 72.6

59.0 80 57.5

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）職場内の連携が図られていると思う職員の割合及び組織間連携が図られ
ていると思う職員の割合ともに前年比で低下している。
（原因）職場内の連携において、29歳以下及び50歳以上の職員で「十分図られて
いる」と回答した割合が低下したほか、組織間の連携において、30～39歳の職員
で「ある程度図られている」と回答した割合が低下している。これは、コロナ禍
への対応や、イベント等の再開に伴う業務の繁忙化等が発生している一方で、時
差勤務や在宅勤務の実施によるコミュニケーション不足が原因と考えられる。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●組織変更の効果測定のため、アンケートを実施し分析します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

組織力向上に関する職員アンケートを実施し、組織間連携の現状等を周知した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

職員定員・配置関係事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

適正な人事管理02

実施
計画83-0201

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員
　定員適正化計画に基づき、計画的な職員採用や定員管理に努めるとともに、人
事考課、人事ヒアリング、自己申告、昇任試験等の結果に基づき、適材適所の職
員配置を行う。

<取組概要>
①人事異動の実施
②職員採用試験の実施
　採用計画作成⇒募集案内⇒試験実施⇒内定者決定（定員適正化計画との整合性
確認）
③人事考課制度の適切な運用
④人事ヒアリング(所属長意見聴取)及び自己申告(意向､能力､適性等把握)の実施
⑤主査昇任試験の実施
　実施要領策定⇒希望者募集⇒論文発表⇒合格者決定

定員適正化計画に基づく職員数を確保す
ることで、職員が職務に専念し、円滑か
つ効率的に執行することができる環境が
整備されている。
また、人事考課等により、職員の意向や
能力、適性等を踏まえた適材適所の職員
配置ができている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 19,693

300
18,629 18,933 18,123

財源内訳
千円

19,693

職員採用試験日数（第1～第3次試験実施日数）

人事ヒアリング実施日数

定員適正化計画の定員と職員数との差

適材適所の人材配置ができていると思う職員割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

日

日

人

％

8 8 8 16

8 8 7 8

-1

88.1

0 0 -4

89.2 92 88.0

18,929 18,933 18,123

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）「定員適正化計画の定員と職員数との差」は、４人となった。
（原因）想定以上の退職者が発生したこと及び採用予定人数が確保できなかった
ことが原因である。
（状況）「適材適所の人員配置ができていると思う職員割合」は、前年度と比べ
て減少している。
（原因）人員配置は人事ヒアリングや自己申告書等を参考にしているが、その要
望等が叶わなかった職員が増加したことが原因と考えられる。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●障がい者の任用を促進します。
●定年延長に関する制度の運用に向けた準備を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

障がい者の任用を行った。
定年延長に向けた例規の整備等を行った。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

給与・報酬管理事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

適正な人事管理02

実施
計画83-0202

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員
市長、副市長、教育長及び議会の議員

・地方公務員の給与は、地方公務員法第２４条第３項の規定により、国及び他の
地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者を考慮して定められなければならな
いとされていることから、他団体の状況も勘案しながら、給与制度の点検・見直
しを行う。

・特別職報酬等審議会において、議会の議員の報酬の額及び市長、副市長、教育
長の給料の額について幅広く意見を聴き、適正な額を決定する（審議会の開催の
有無は、人事院勧告の内容等を勘案し決定する）。

・給与支給等関係事務を、以下により進める。
＜例月給与（期末勤勉手当）＞毎月（６、１２月）　給与支給、職員手当の認定
及び支給
＜昇格昇給＞　４月　昇格昇給　　７、１０、１月　昇格
＜年末調整＞　１２月　年末調整
＜児童手当＞　６、１０、２月　認定、手当支給　

市民及び職員の納得が得られ、職員が意
欲を持って働けるよう給与制度の適正化
が図られている。
特別職及び職員の報酬等及び給与が適正
に決定され支給されている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 3,778 3,727 4,227 3,406

財源内訳
千円

3,778

給与・報酬支払処理回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 14 14 14 14

3,727 4,227 3,406

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●人事給与システムを更新します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

人事給与システムの更新完了。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

人事考課制度推進事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

適正な人事管理02

実施
計画83-0203

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員
・従来の「年功主義」を基本とする制度から「能力・実績主義」への移行及び定
着化を図る。
・従前の勤務評定制度に関する問題点を見直した人材育成に主眼を置いた人事考
課制度を実施する。
・行政評価との関連性を持たせた目標管理制度により、組織目標と個人目標の効
果的な連動ができる制度を実施する。
・制度の実施や運用、その結果に基づく改善、評価者・被評価者を対象とした研
修等を繰り返し、職員の納得がいく制度を目指す。
＜取組概要＞
・制度運用と実施結果（各シート・アンケート）の検証
・目標設定研修及び評価者研修の実施
・人材育成推進委員会等において制度検証等を実施

・職員を適正に評価する制度が確立され
ている。
・人事考課制度の実施・推進等を通じ
て、職員の多くが制度実施・推進に関与
し、公正な考課手法の習得と当制度に基
づく目標設定･自己開発能力を身につけ
ることができている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,206 1,206 1,206 1,206

財源内訳
千円

1,206

人事考課制度における評価者数及び被評価者数

研修参加職員数

業績・能力評価が適切にされていると思う職員割合

人事考課制度が自己成長のきっかけ・気づきになってい
ると思う職員割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

人

％

％

608 609 602 609

88 94 100 86

71.4

52.7

73.8 80 65.1

54.4 60 48.1

1,206 1,206 1,206

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）両指標とも大きく低下している。
（原因）「評価が適切にされていると思う割合」が減少している理由は、評価者
と被評価者との間の評価の相違があるためである。「人事考課制度が自己成長の
きっかけ・気づきになっていると思う割合」が減少している理由は、進捗確認面
談・評価育成面談が効果的に行われていないことが原因と考えられる。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

勤務時間その他の勤務条件事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

適正な人事管理02

実施
計画83-0205

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員

・年次有給休暇使用数を確認し、翌年度への繰越日数及び新規付与日数の確認を
行う。
・変則勤務に従事する職員の勤務時間及び週休日の指定についての確認を行う。
・特別休暇及び病気休暇の請求及び申請内容の確認を行い、必要に応じて育児休
業の承認や分限処分を行う。
・地方公務員法や人事院規則の改正があった場合には、当市の実情を踏まえた上
で、内容分析を行い、必要に応じて条例及び規則の改正を行う。
<取組み概要>
4月　庶務管理システムによる出退勤管理を実施
　　 年次休暇の集計及び付与日数の決定
 　　変則勤務者の週休日の指定
5月　時間外勤務命令の上限に係る特例業務の報告
6月  夏季休暇取得について案内
7月　時間外勤務命令の上限に係る他律的業務の多い部署の指定
3月　出勤簿及び年次休暇処理簿の配付（労務職）
随時 特別休暇及び病気休暇の承認、育児休業等の承認、分限処分（休職）の実施

・地方公務員法、労働基準法、勤務時間
条例及び同規則に基づき、勤務時間及び
休暇等が適切に運用されている。
・法令等の改正があった場合に、当市の
実情に合わせた形で常に勤務条件に係る
条例及び規則が整備されている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

勤務条件等に関する通知・研修等の回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 74 90 60 74

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●職員のワークライフバランス推進に努め、育児だけでなく介護に関する制度を周知します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

職員のワークライフバランス推進に努め、育児だけでなく介護に関する制度を周知した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

職員研修事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

人材の育成03

実施
計画83-0301

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員

＜自己啓発研修＞
　・通信教育
　・自主研究グループ
＜職場研修＞
　・新規採用職員に対するステップアップノート
　・各職場でのOJT
＜職場外研修＞
　・市
　・尾張東部職員研修協議会実施
　・愛知県市町村職員研修センター
　・日本経営協会
　・自治大学校、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所
＜派遣研修＞
　・先進都市視察

効果的に研修が行われている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

41
2,362

39 154 34
4,858 6,258 5,218

財源内訳
千円

2,403

実施又は派遣した研修、講座の数

職員ひとりあたり研修予算額

職員１人当たりの研修参加回数

研修が有益だったと思う職員割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

円

回

％

130 170 110 177

5,234 10,314 10,357 9,804

3

81

5 3 5

91 90 84

4,897 6,412 5,252

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

成果指標Cについては、オンライン対応を開始し、新型コロナウイルス感染症の
影響をほぼ受けずに実施できたこと、R2年度より総数に含めた保育士及び消防士
の研修の影響もあり、前年度の数値を維持できている。
成果指標Dについては、研修内容の見直し等により、自己の能力向上につながっ
たとする職員が減ってしまった。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●消防を対象に５Ｓ研修を実施します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●消防を対象に５Ｓ研修を実施した。 

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[894]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

労働安全衛生事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

安全衛生の確保04

実施
計画83-0401

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員

安全衛生関係
　４月～５月　　安全衛生委員会委員等を任命。
　７月～８月　　安全運転管理者講習会、産業医による職場巡視を実施。
　１１月、２月　安全衛生委員会を開催（１１月：安全、２月：衛生）
　　　　　　　　安全衛生委員会の内容をもとに安全衛生通信を発行。
　毎月　　　　　安全衛生委員会電子会議を開催（４月・１０月・２月を除く）
　随時　　　　　交通事故、公務災害及びヒヤリ・ハットの受付、啓発等の実施
　　　　　　　　（ノー残業デーの庁内庶務文書への掲示、安全運転啓発記事の　　　　　　　　
掲示、職員研修等）
健康管理関係
　６月～１月　　　人間ドック及び脳併用ドック（指定医療機関等へ委託）
　７月～１月　　　歯科健診
　７月～９月　　　Ｂ型肝炎及び破傷風・麻しん・風しん・流行性耳下腺炎・水　　　　　　　　
　疱予防接種
　８・１１月　　　生活習慣病健診
　８～１０月　　　ストレスチェックの実施（H28新規）
　１０月　　　　　胸部Ｘ線検査
　１月　　　　　　産業医による健康診断
　２月　　　　　　職場環境改善研修
　毎月　　　　　　産業医による健康相談　
　随時　　　　　　長時間労働者への面接指導

・職場での安全意識を高めることで、安
全な職場環境が整備されている。
・職員の健康管理に対する意識を高める
ことで、検診等により病気の早期発見、
早期治療を行う体制が整っている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

113
12,514

113
12,658 13,866 12,553

財源内訳
千円

12,627

安全衛生委員会の開催数

人間ドック、生活習慣病検診、胸部Ｘ線検査及び産業医
による健康診断を受診した職員の延人数

交通事故、公務災害発生件数

人間ドック生活習慣病検診で治療、継続治療となった職
員及び健康診断で異常が見つかった職員の割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

数

人

数

％

6 9 12 9

1,121 998 1,000 1,061

11

23.62

20 0 22

22.49 10.8 38.61

12,771 13,866 12,553

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標Cは、公務災害発生件数が増加し10.0％低下した。
成果指標Dについては、継続治療となった職員及び健康診断で異常が見つかった
職員の割合が増加し16.1ポイント低下した。
（原因）成果指標Dは、生活習慣病健診の医療機関が変更したことにより、検査
の判断基準が異なったことが要因と考えられる。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●ストレスチェックの集団分析結果を具体的に活用します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

ストレスチェックの集団分析結果を用いて所属長向けに職場環境改善研修を実施した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[896]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

職員公務災害補償事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

安全衛生の確保04

実施
計画83-0402

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員

＜市職員（再任用職員を含む）＞
職員から公務災害又は通勤災害認定請求があった場合、地方公務員災害補償法等
に基づき、地方公務員災害補償基金愛知県支部へ認定請求手続きを行い、補償手
続き（療養補償、休業補償、介護補償、傷病補償年金、障害補償年金、障害補償
一時金、葬祭補償、遺族補償年金、遺族補償一時金等）を行う。

＜会計年度任用職員＞
会計年度任用職員から公務災害又は通勤災害認定請求があった場合、労働災害補
償法等に基づき、労働基準監督署へ認定請求を行い、補償手続きを行う。

＜会計年度任用職員（労働災害補償法の適用がない者）＞
会計年度任用職員から公務災害又は通勤災害認定請求があった場合、議会の議員
その他非常勤職員の公務災害補償等に関する条例等に基づき、知事へ認定請求手
続きを行い、補償手続きを行う。

災害が発生した場合、迅速かつ適正な公
務災害補償を受けることができる体制が
整えられている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 85 500

財源内訳
千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

85 500

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[898]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

職員共済組合・退職手当関係事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

安全衛生の確保04

実施
計画83-0403

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員（共済組合組合員）及びその被扶
養者

＜共済組合関係＞
　次の事業について、組合員及びその被扶養者からの請求等があった場合に共済
組合へ請求等を、また共済組合から照会があった場合には組合員及びその被扶養
者への周知を行う。
・短期給付事業…病気、けが、出産、死亡、休業、災害などに対して行う給付
・長期給付事業…退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金
・福利事業　　…保健事業（人間ドック・脳ドック助成、がん検診助成、
　　　　　　　　特定健康診査・特定保健指導、インフルエンザ予防接種助成、
　　　　　　　　福利厚生割引事業等）、保養所の利用助成、貯金事業、貸付事
業
＜退職手当関係＞
　次のことを遅滞なく実施する。
・職員の異動事項の報告…採用、退職、昇給等についての報告
・負担金支払…毎月の退職手当負担金支払
・退職手当請求…職員の退職時の退職手当請求
・規約変更…市町村合併時等に係る規約変更における対応

・組合員及びその被扶養者の生活の安定
と福祉の向上が図られている。
・退職手当が適正に支給されている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[900]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

職員互助会運営事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

安全衛生の確保04

実施
計画83-0404

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

尾張旭市職員互助会会員

共済給付事業
・各種祝金、見舞金の給付
福利厚生事業
・レクリエーション事業としてボウリング大会、クリスマス映画会
・選択参加事業（各種チケット等の斡旋）
・職場レクリエーション事業補助
・指定保養所利用助成、クラブ助成
・物品貸出
・貸付事業
・駐車場事業
・互助会かわらばん（互助会情報新聞）発行
・インフルエンザ予防接種助成

上記の事業を互助会事務局職員が中心となり、各課の実行委員が取りまとめ役と
なり行っている。

会員が、心身ともにリフレッシュするこ
とで労働意欲が増し、より能率的・効率
的に仕事に取り組むことができている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 5,000 5,000 5,000 5,000

財源内訳
千円

5,000

レクリエーション事業数

職場レクリエーション事業数

レクリエーション事業延べ参加者数

職場レクリエーション事業参加者数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

数

数

人

人

0 0 4 3

0 0 45 0

0

0

0 595 175

0 590 0

5,000 5,000 5,000

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標Cは年度に２回行うボウリング大会を１回に縮小し実施。
成果指標Dについては、昨年に引き続きレクリエーション事業を中止している状
況。
（原因）新型コロナウイルス感染症の感染防止を図るため中止にしたため。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が大きい

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●レクリエーション事業内容を見直します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

互助会実行委員会委員から事業の見直し検討部会委員を選出し、令和５年度のレクリエーション事業を一部変更した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[980]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

特定事業主行動計画推進事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

安全衛生の確保04

実施
計画83-0405

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　市職員（常勤の一般職員）

　職員の仕事と子育ての両立支援を目的とし、次世代育成支援対策推進法及び女
性活躍推進法に基づき策定した尾張旭市特定事業主行動計画に基づき、人事担当
が実施すべき取り組みを実施する。
１ 新規採用職員対象研修における啓発
２ 特定事業主行動計画の進捗状況の公表
３ 父親となる男性職員の休暇取得の促進
４ 男性の育児休業の体験が収録されている図書の貸出
５ 育児休業者に対する通信教育研修の募集
６ 育児短時間勤務や部分休業の取得の推進
７ ノー残業デーの庁内庶務文書への掲示の実施
８ 休暇計画表の周知　　
９ 年次休暇の取得の促進
10 子ども・子育てに関する地域貢献活動啓発
11 ボランティア休暇制度周知・取得促進
12 女性職員の研修派遣
13 時間外勤務の縮減

・職員の子どもたちの健やかな育成のた
め、職員が仕事と子育ての両立を図るこ
とができている。
・職員のワークライフバランス充実の取
組が行われ、時間外勤務が縮減されてい
る。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

実施した取り組みの数

女性職員の育児休業の取得率

１年間の超過勤務時間数が３６０時間を超えない職員の
割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

事業

％

％

13 11 13 12

100

97.9

100 100 100

94.2 100 98.62

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標Dは、4.4P増加している。
（原因）成果指標Dについては、新型コロナウイルス感染症に関する事務量が減
少したことが要因と考えられる。

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

●特定事業主行動計画に基づき、仕事と育児等の両立支援制度の啓発に努め、職員の制度利用促進を図ります。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

特定事業主行動計画に基づき、仕事と育児等の両立支援制度の啓発に図り、男性職員の育児休業の制度利用が増加した
。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[923]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

人事課庶務事務

企画部
人事課

組織･人事マネジメントの充実

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0102

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務
課員

人事課の主な庶務事務
①文書の収受・管理
②報告文書のとりまとめ
③出張旅費の支払い事務
④郵便物の発送
⑤財務会計事務
⑥消耗品の調達
⑦人事課付け職員への各種連絡
⑧防火管理者講習手続き

所要時間：１日平均１時間×２３日×１２月

庶務的な事務が正確かつ円滑に処理され
ている。
事務の見直し、改善等により事務の効率
化が図られている。

指標名称

担当

単位 02年度実績 03年度実績 04年度当初 04年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 196 102 255 170

財源内訳
千円

196

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

102 255 170

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

04
（対象をどのような状態にしたいのか）

03

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R04年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R04年度実施取組方針の実績評価
R04年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R04年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ


